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Ⅰ．目的等 

１．目的 

本要領は、公益通報者保護法（平成１６年法律第１２２号。以下「法」

という。）、「公益通報者保護法を踏まえた国の行政機関の通報対応に関

するガイドライン（内部の職員等からの通報）」（平成１７年７月１９日

関係省庁申合せ。以下「国の行政機関向けガイドライン」という。）、

「公益通報者保護法第１１条第１項及び第２項の規定に基づき事業者がと

るべき措置に関して、その適切かつ有効な実施を図るために必要な指針」

（令和３年内閣府告示第１１８号。以下「指針」という。）及び「公益通

報者保護法に基づく指針（令和３年内閣府告示第１１８号）の解説」（令

和３年１０月１３日消費者庁。以下「指針の解説」という。）の趣旨を踏

まえて、国土交通省において、国土交通省及び国土交通省職員についての

法令違反行為等に関する、職員等からの通報及び相談（以下「通報等」と

いう。）を適切に取り扱うため、これらの通報等への対応手続に関する事

項を定めることにより、通報者及び相談者（以下「通報者等」という。）

の保護を図るとともに、国土交通省の法令遵守等を確保することを目的と

する。 

２．定義 
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本要領において、次に掲げる用語の定義は、以下に定めるところによ

る。なお、本要領に定義されている用語以外の用語については、法、指針

及び指針の解説の例による。 

(1)  「法令違反行為等」とは、Ⅳ．１に規定する、国土交通省及び国土交

通省職員による違法若しくは不当な行為又は国土交通省の法令遵守の確保

及び適正な業務遂行に資する事実をいう（当該法令違反行為等が生じるお

それがある場合を含む。）。 

(2)  「職員等」とは、次に掲げる者とする。 

ア  国土交通省職員（以下「職員」という。） 

イ  国土交通省と契約関係にある事業者並びに当該事業者の労働者 

ウ  通報の日前１年以内にア又はイに規定する者であった者 

エ  国土交通省と契約関係にある事業者の役員 

オ アからエまでに規定する者のほか国土交通省の法令遵守等を確保する 

上で必要と認められる者 

(3)  「通報」とは、国土交通省及び職員による法令違反行為等を知らせるこ

とをいう。 

(4)  「相談」とは、通報に先立ち又はこれに関連して、必要な助言を受ける

ことをいう。 

(5)  「受付」とは、通報、相談、意見又は苦情を受けることをいう。 

(6)  「受理」とは、通報について、調査又は是正措置を行う必要性があるも

のとして受け付けることをいう。 

(7) 「従事者」とは、公益通報等窓口において受け付ける内部公益通報に関

して公益通報対応業務を行う者（公益通報対応業務従事者）であり、か

つ、当該業務に関して通報者を特定させる事項を伝達される者をいう。 

(8)  「公益通報等担当部署」とは、Ｖ．２に基づき依頼を受けた部署をい

う。 

３．基本的考え方 

(1)  通報等が法令違反行為等の摘発、未然防止等に資するものであり、国土

交通省の法令遵守等の確保の上で果たす役割にかんがみ、法令違反行為等

が発生し、又は発生するおそれがある場合に、速やかに、かつ、安全な環

境の下で通報等がなされるよう窓口対応、情報管理の徹底等を図る。 

(2)  通報等があった場合には、国民の生命、財産等の保護、違法性の排除等

の観点から、窓口及び関係部署は、迅速かつ誠実に対応するものとし、事
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実関係の調査、是正措置の実施に当たる。 

 

Ⅱ．総括通報等責任者 

１．職員等からなされる通報等への対応に関する事務を総括するため、総括

通報等責任者を置くこととし、大臣官房長及び総合政策局長をもって充て

る。 

２．総括通報等責任者は、通報等への対応に関する規程類の整備、研修の実

施、通報に関する調査の進捗等の管理、不利益な取扱い（通報等をしたこ

とを理由として行われる懲戒処分その他不利益な取扱い（嫌がらせ等の事

実上の行為を含む。）をいう。以下同じ。）の防止その他通報等への適切

な対応の確保に関する事務を総括する。 

３．総括通報等責任者は、従事者を書面により指定をするなど、従事者の地位

に就くことが従事者となる者自身に明らかとなる方法により定めるととも

に、当該従事者に対して、通報者を特定させる事項の取扱いに関する教育を

行う。 

４．総括通報等責任者は、従事者を指定し、２及び３に規定する事務を公益

通報等窓口において従事している者に行わせることができる。 

 

Ⅲ．公益通報等窓口等 

１．国土交通省において、通報等に適切に対応し、公益通報制度の円滑な運

用等を行うため、通報等に関する窓口（以下「公益通報等窓口」とい

う。）を本省の国土交通ホットラインステーション内に設置する。 

２．公益通報等窓口は、大臣官房監察官室及び総合政策局バリアフリー政策

課が共同で運営する。 

３．公益通報等窓口の開設時間は、１０時から１７時（１２時から１３時ま

での間を除く。）までとする。 

４．公益通報等窓口は、次に掲げる業務を行う。 

(1)  国土交通省及び職員による法令違反行為等に関してなされる通報等の受

付 

(2)  通報事案について、通報としての必要記載事項の確認 

(3)  公益通報等担当部署への通報事案の送付 

(4)  通報者等への連絡等 

(5) 職員等から寄せられる、内部公益通報対応体制の仕組みや不利益な取扱

い、その他通報等に関連する質問・相談への対応 
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(6)  その他(1)から(5)までの業務を遂行するために必要な業務 

５．公益通報等窓口は、その存在及び通報等の受付方法等について、一般に

分かりやすく周知するため、以下のことを行う。 

(1)  通報等に関する業務を行う場所に「公益通報等窓口」の表示を行う。 

(2)  国土交通省ホームページ上に、通報等の受付に関するページを設ける。 

６．通報等を受け付ける窓口として、公益通報等窓口のほか、別表に掲げる

外部窓口を設置する。 

７．外部窓口の開設時間は、１０時から１７時までとする。 

８．外部窓口は、次に掲げる業務を行う。 

(1)  国土交通省及び職員による法令違反行為等に関してなされる通報等の受

付（特に国土交通省の組織の長その他の幹部に係るもの） 

(2)  通報事案について、通報としての必要記載事項の確認 

(3)  公益通報等窓口への通報事案の送付 

(4)  公益通報等窓口又は公益通報等担当部署からの依頼に基づく通報者等へ

の連絡等 

(5)  必要に応じ公益通報等窓口又は公益通報等担当部署への助言 

(6)  その他(1)から(5)までの業務を遂行するために必要な業務 

 

Ⅳ．通報の受付 

１．公益通報等窓口及び外部窓口（以下「公益通報等窓口等」という。）

は、職員等からの次の各号に掲げる事実についての通報を受け付ける。た

だし、(1)から(4)までに掲げる事実については、国土交通省の法令遵守の

確保及び適正な業務遂行のために必要と認められるものに限る。 

(1)  法令に違反する行為に関する事実 

(2)  国家公務員倫理法及び国家公務員倫理規程に違反する行為に関する事実 

(3)  人事院規則に違反する行為に関する事実 

(4)  国土交通省の訓令等の内部規定に違反する行為に関する事実 

(5)  その他、国土交通省の法令遵守の確保及び適正な業務遂行に資する事実 

２．公益通報等窓口に通報として提供される情報の受付は、原則として、郵

送、ＦＡＸ、国土交通省ホームページ（電子メール）による。なお、直接

来訪した場合には、通報者に別記様式１に情報を記入して頂き、受け取

る。 

３．外部窓口に通報として提供される情報の受付は、原則として、別記様式
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1-2に記入の上、郵送（封筒に朱書きにて「外部窓口宛て」と記載する）

又は電子メールによる。なお、直接来訪した場合には、通報者に別記様式

1-2に情報を記入して頂き、受け取る。 

４．公益通報等担当部署、地方支分部局等に直接情報が提供されるなど、公

益通報等窓口等以外の部署に、通報とされる情報の提供があったときは、

当該部署は、遅滞なく当該情報を持参、郵送、電子メール又はＦＡＸによ

り公益通報窓口に送付する。 

５．公益通報等窓口は、通報とされる情報を受け付けたときは、遅滞なく別

記様式２により受付台帳を調製し保管する。また、外部窓口は、必要に応

じてマスキング等の措置を取ったうえで受け付けた通報とされる情報を公

益通報等窓口に通知し、公益通報等窓口は、外部窓口で受け付けた情報に

ついても受付台帳に記載する。 

６． 

(1)  公益通報等窓口等は、通報とされる情報を受け付けたときは、通報に関

する秘密保持及び個人情報の保護に留意しつつ、通報者の氏名及び連絡先

（匿名による通報の場合を除く。）、通報の内容となる事実等を把握する

とともに、通報者に対する不利益な取扱いはないこと、通報に関する秘密

は保持されること、個人情報は保護されること、通報受付後の手続の流れ

等を通報者に対し説明する。ただし、通報者が説明を望まない場合、匿名

による通報であるため通報者への説明が困難である場合その他やむを得な

い理由がある場合はこの限りでない（以下(2)、Ⅴ．１、５から７まで、

Ⅵ．１、５、７、１０においても、同様とする。） 

(2)  前(1)において、書面、電子メール等、通報者が通報の到着を確認でき

ない方法によって通報がなされた場合には、速やかに通報者に対して通報

を受け付けた旨を通知するよう努める。 

７．公益通報等窓口等及び公益通報等担当部署は、法、指針及び国の行政機

関向けガイドラインを踏まえ、誠実かつ公正に通報等に対応しなければな

らず、通報等の受付を拒んではならない。 

８. 公益通報等窓口等及び公益通報等担当部署は、匿名による通報等につい

ても、実名による通報等と同様の取扱いを行う。 

９．公益通報等窓口等及び公益通報等担当部署は、通報等の対応に関して通

報者等から意見又は苦情の申出を受けたときは、迅速かつ適切に対応する

よう努める。 
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Ⅴ．通報の対応（受理・不受理の判断、通知等） 

１．公益通報等窓口等が受け付けた情報が、Ⅳ．１に掲げる各事実に明らか

に該当しないと判断される場合は、不受理として処理することとし、公益

通報等窓口は、不受理として取り扱うこと、不受理の理由を、速やかに通

知する。 

２．１の場合を除き、公益通報等窓口は、通報として受け付けた情報につい

て、人事課等当該情報の取扱いを依頼すべき部署を特定し、当該部署（処

分権限が地方支分部局に委任されている場合は、当該地方支分部局の処分

権限を有する部署）に、遅滞なく受け付けた情報を送付し、通報としての

受理の適否を遅滞なく判断することを依頼する。情報に係る部署が複数と

なる場合は、協議のうえ主務となる部署を決める。 

３．公益通報等担当部署は、遅滞なく別記様式１により事案対応票を調製す

るとともに、不正の目的でないこと等や、法、指針及び国の行政機関向け

ガイドラインを踏まえて当該通報に関して調査又は是正措置を行う必要性

について十分に検討した上で、通報として受理することの適否を判断し、

４の場合を除き、５又は６による通報者への伝達を遅滞なく行う。 

４．公益通報等担当部署は、通報として受理することの適否を判断するにあ

たり、追加的な情報が必要な場合は、通報に関する秘密を保持するととも

に、個人情報を保護するため、通報者が特定されないよう十分に留意しつ

つ、原則として郵送、ＦＡＸ、メール等の書面により公益通報等窓口を通

じ、通報者に連絡し、追加的な情報を得て判断を行う。 

５．公益通報等担当部署は、通報として受理することとしたときは、原則と

して公益通報等窓口を通じ、通報者に対して 

・通報として受理したこと 

・受理番号 

・通報に関する秘密は保持されること及び個人情報は保護されること 

・職員は、通報を理由として免職等その他不利益な取扱いを受けないこと

及び不利益な取扱いを受けることがないよう保護されること 

・標準対応期間、調査等の結果の報告予定時期又は当面の調査状況等の連

絡予定時期 

等を通知する。 

６．公益通報等担当部署は、通報として受理しないこととしたとき（行政相
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談として受け付けるときを含む。）は、通報者に対して、原則として公益

通報等窓口を通じて、通報として受理しない旨とその理由、行政相談とし

て取り扱う旨及び公益通報等担当部署への連絡方法を通知する。 

７．外部窓口で受け付けた情報の場合にあっては、通報者への連絡等は公益

通報等窓口を経由し外部窓口を通じて行うこととし、依頼を受けた外部窓

口は、速やかに、通報者に連絡等を行う。 

８．以上の対応の各段階において、公益通報等窓口は受付台帳に、公益通報

等担当部署は事案対応票に、それぞれ記録を行い、保管する。 

 

Ⅵ．通報の対応（調査の実施、措置等） 

公益通報等担当部署は、以下のとおり通報の対応を行う。なお、処理の経

過については、随時、事案対応票に記録する。 

１．調査の実施の必要性の判断等 

通報を受理した公益通報等担当部署は、通報内容を確認の上、当該通報

に関する調査の必要性を十分に検討し、既に解決済みの事案である場合

や、通報者と連絡がとれず事実確認が困難な場合等、調査を実施しない正

当な理由がある場合を除いて、必要な調査を実施する。また、適正な業務

の遂行及び利害関係人の秘密、信用、名誉、プライバシー等の保護に支障

がある場合を除き、調査を行う場合はその旨及び着手の時期を、調査を行

わない場合はその旨及び理由を、通報者に対し、速やかに通知する。 

２．調査担当者 

公益通報等担当部署の課長級職員は、調査担当者を指名する。 

調査担当者は、調査計画の策定、資料管理その他事務処理を行う。 

調査担当者は、関係部局に通報情報を伝達する場合は、情報の管理に十

分注意するものとし、必要に応じてマスキング等の措置を取る。 

３．調査計画の決定及び実施 

公益通報等担当部署は、通報に関する秘密を保持するとともに、個人情

報を保護するため、通報者が特定されないよう十分に留意しつつ、遅滞な

く、必要かつ相当と認められる方法で調査を行う。 

調査内容は次に掲げる項目の例を参考に、事案に応じ公益通報等担当部

署で決定する。この場合、公益通報等担当部署は、原則として、事案毎の

調査計画を決定した上で調査を行う。 

・調査のための根拠規定 
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・調査期間 

・情報収集の方法 

・提出を求める資料、証拠書類 

・ヒアリングの日時、方法 

・通報者からの追加聴取 

・立入調査の実施 

・個人情報保護のための方策 

・その他 

４．通報事案の適切な管理 

調査の方法、内容等の適正性を確保するとともに、調査の適切な進捗を

図るため、公益通報等担当部署の課長級職員が調査について適宜確認を行

う等の方法により、通報事案を適切に管理する。 

５．進捗状況、調査結果の通知 

公益通報等担当部署は、適正な業務の遂行及び利害関係人の秘密、信

用、名誉、プライバシー等の保護に支障がある場合を除き、調査中は、調

査の進捗状況について、通報者に対し、適宜通知するとともに、調査結果

は可及的速やかに取りまとめ、その結果を、速やかに通報者に通知する。 

６．調査結果に基づく措置の実施等 

通報について、公益通報等担当部署は、調査の結果、法令違反行為等が

明らかになったときは、速やかに是正措置、再発防止措置等（以下「是正

措置等」という。）をとるとともに、必要があるときは、関係者の処分を

行う。 

７．通報者への是正措置等の通知 

公益通報等担当部署は、６の是正措置等をとったときは、その内容を、

公益通報に係る通報対象事実がないときはその旨を、適正な業務の遂行及

び利害関係人の秘密、信用、名誉、プライバシー等の保護に支障がない範

囲において、通報者に対し、速やかに通知する。 

８．対応の終了 

公益通報等担当部署は、是正措置等の実施、通報者への是正措置等の通

知を実施した場合には、事案対応票にその旨を記入し、公益通報等窓口に

報告し、対応を終了する。 

９．公益通報等窓口は、公益通報等担当部署から報告等を受けた場合は、遅

滞なく受付台帳にその旨の記録を行う。 
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10．外部窓口で受け付けた情報の場合にあっては、通報者への連絡等は外部

窓口を通じて行うこととし、依頼を受けた外部窓口は、速やかに、通報者

に連絡等を行う。 

 

Ⅶ．対応の終了後 

１．関係事項の公表 

通報について、公益通報等窓口又は公益通報等担当部署は、必要と認め

る事項を適宜公表する。 

２．通報者のフォローアップ 

公益通報等担当部署は、通報対応の終了後、通報者に対し、不利益な取

扱いが行われていないかを適宜確認するなど、通報者保護に係る十分なフ

ォローアップを行う。その結果、不利益な取扱いが認められる場合には、

適切な救済・回復の措置をとる。 

３．是正措置等の実効性評価 

公益通報等担当部署は、通報対応終了後、是正措置等が当該部署におい

て十分に機能していることを適切な時期に確認し、必要があると認めると

きは、新たな是正措置その他の改善を行う。 

 

Ⅷ．その他 

１．範囲外共有等の防止、秘密保持及び個人情報保護の徹底 

(1)  国土交通省及び職員は、通報者を特定させる事項を必要最小限の範囲を

超えて共有すること（以下「範囲外共有」という。）を行ってはならない。

万が一、範囲外共有が行われた場合には、適切な救済・回復の措置を検討し、

実施しなければならない。 

 (2)  国土交通省及び職員は、通報者を特定した上でなければ必要性の高い調

査が実施できないなどのやむを得ない場合を除いて、通報者を特定しようと

する行為（以下「通報者の探索」という。）を行ってはならない。 

(3)  上記(1)及び(2)に加え、国土交通省及び職員は、秘密保持及び個人情報

の保護のために次の事項を徹底する。 

ア 通報等への対応に関与した者（通報等への対応に付随する職務等を通

じて、通報等に関する秘密を知り得た者を含む。以下同じ。）は、通報

等に関する秘密を漏らしてはならないこと。 

イ 通報等への対応に関与した者は、知り得た個人情報の内容をみだりに

他人に知らせ、又は不当な目的に利用してはならないこと。 
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(4) 通報等への対応に関与した者は、通報等対応の各段階（通報の受付、調

査の実施、調査結果に基づく措置の実施等、通報者への是正措置等の通

知、関係事項の公表、是正措置の実効性評価等のほか、相談及び通報対応

終了後の段階も含む。以下同じ。）において、以下に掲げる事項を遵守す

べき事項とする。 

ア 情報を共有する範囲及び共有する情報の範囲を必要最小限に限定する

こと 

イ 通報者等の特定につながり得る情報（通報者等の氏名、所属等の個人

情報のほか、調査等が通報を端緒としたものであること、通報者等しか

知り得ない情報等を含む。以下同じ。）については、被通報者及びその

関係者に対して開示しないこと（通報等の対応を適切に行う上で真に必

要な最小限の情報を、次のウに規定する同意を取得して開示する場合を

除く。）。 

ウ 通報者等の特定につながり得る情報を、情報共有が許される範囲外に

開示する場合には、通報者等の書面（電子メールを含む。）による明示

の同意を取得すること。 

エ 前ウに規定する同意を取得する際には、開示する目的及び情報の範囲

並びに当該情報を開示することによって生じ得る不利益について、通報

者等に対して明確に説明すること。 

オ 通報者等本人からの情報流出によって通報者等が特定されることを防

ぐため、通報者等に対して、情報管理の重要性について十分に理解させ

ること。 

２．通報者等の保護 

(1)  国土交通省及び職員は、不正の利益を得る目的、他人に損害を加える目

的その他の不正の目的でなく、通報等を行った通報者等に対し、通報等を

行ったことを理由として、不利益な取扱いをしてはならない。 

(2)  国土交通省は、前(1)に反した職員に対し、行為態様、被害の程度、そ

の他情状等の諸般の事情を考慮して、懲戒処分その他適切な措置をとる。

範囲外共有や通報者の探索を行った職員のほか、正当な理由なく、通報等

に関する秘密を洩らした職員及び知り得た個人情報の内容をみだりに他人

に知らせ、又は不当な目的に利用した職員も同様とする。 

３．職員への救済制度の周知 

公益通報等窓口は、通報者等が、不利益な取扱いの内容等に応じて、こ



11 

 

れを是正し得る者に通知し是正を求める、人事院に対する不利益処分につ

いての審査請求（国家公務員法（昭和２２年法律第１２０号）第９０

条）、勤務条件に関する行政措置の要求（同法第８６条）、苦情相談制度

等を利用することができる旨を伝えるなど、通報者等の保護に係る必要な

フォローアップを行うよう努める。 

４． 

(1)  職員及び外部窓口担当者は、自ら当事者となっている案件に関する通報

その他の利益相反関係を有する案件についての通報等への対応に関与して

はならない。 

(2)  通報等への対応に関与する者は、通報等への対応の各段階において、当

該通報に利益相反関係を有していないか確認する。 

(3)  通報等への対応に着手しようとする者は、当該案件について自らが利益

相反関係を有すると思料するときは、直ちに公益通報等窓口（ただし、公

益通報等窓口の業務を担当する職員が、自らが利益相反関係を有すると思

料するときは、公益通報等窓口の業務を担当する当該職員以外の職員）に

その旨を伝えなければならない。 

５． 

(1)  職員は、正当な理由がある場合を除き、通報に関する調査に誠実に協力

する。 

(2)  国土交通省及び職員は、通報について、他の行政機関その他の公の機関

から調査等の協力を求められたときは、正当な理由がある場合を除き、必

要な協力を行う。 

６．通報等への対応に係る記録及び関係資料については、文書管理に関する

法令、国土交通省行政文書管理規程（平成２３年国土交通省訓令第２５

号）等に基づき適切な方法で管理しなければならない。 

７． 

(1)  内部公益通報対応体制の運用状況についての透明性を高めるとともに、

客観的な評価を行うことを可能とするため、国土交通省は、通報に関する

秘密保持及び個人情報の保護並びに適切な業務の遂行及び利害関係人の秘

密、信用、名誉、プライバシー等の保護に支障がない範囲において、国土

交通省における内部公益通報対応体制の運用状況に関する情報を、定期的

に公表する。 

(2)  国土交通省は、内部公益通報対応体制の運用状況について、職員等及び
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中立的な第三者の意見等を踏まえて定期的に評価及び点検を行うととも

に、指針の解説や事業者による先進的な取組事例等も参考にした上で、必

要に応じて、内部公益通報体制を継続的に改善する。 

８．公益通報等窓口の業務を担当する職員及び通報事案を取り扱う部署の職

員は、通報対象事実に関し、処分又は勧告をする権限を有する行政機関が

複数ある場合（国土交通省内において関係部局が複数ある場合も含む。）

においては、当該機関と連携して調査を行い、又は措置をとるなど、相互

に緊密に連絡し、協力しながら、当該通報事案に関する対応を行う。 

９．職員等への周知 

(1)  総括通報等責任者は、国土交通省における通報等への適切な対応を推進

するため、通報等への対応に関する規程類を整備するほか、職員に対する

広報の実施、定期的な研修、説明会の実施その他適切な方法により、法、

指針及び本要領に基づく通報等の方法、通報等の取扱い、通報者等の保護

の仕組み等について、充分に教育・周知する。 

(2) 総括通報等責任者は、公益通報等窓口及び内部公益通報対応体制に対す

る職員の信頼性の向上を図るため、通報に関する秘密保持及び個人情報の

保護並びに適正な業務の遂行及び利害関係人の秘密、信用、名誉、プライ

バシー等の保護に支障が生じない範囲において、その運用実績の概要を職

員等に周知する。 

(3)  総括通報等責任者は、前(1)及び(2)の事務を、公益通報等窓口に行わせ

ることができる。 

(4)  公益通報等窓口等は、通報等の方法、通報等の取扱い、通報者等の保護

の仕組みについて職員等から問合せがあった場合には、教示するものとす

る。 

 

Ⅸ．本要領は、平成１８年４月１日から適用する。 

附 則 

本要領は、平成１９年７月１日から適用する。 

 

附 則 

本要領は、平成２１年２月１２日から適用する。 

 

附 則 
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本要領は、平成２１年５月２１日から適用する。 

 

附 則 

本要領は、平成２６年６月２３日から適用する。 

 

附 則 

本要領は、平成３０年３月３１日から適用する。 

 

附 則 

本要領は、令和４年６月１日から適用する。 
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別表 

〒１００－０００５ 

東京都千代田区丸の内 2-2-1 岸本ビル 2階 

大江橋法律事務所 弁護士 逸見 佳代（へんみ かよ） 

E-mail：mlit_gaibumadoguchi@ohebashi.com 


